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ブータンにおける青少年の生活満足度に関する一考察
―働きながら学校に通う子どもの自尊心に注目して―

櫻　井　里　穂
（広島大学教育開発国際協力研究センター）

１．はじめに

　1960 年代の経済開発、1970 ～ 80 年代の

社会開発に続き、1990 年代以降は「生活の

豊かさ」や「人間中心の開発」に注目する

動きが見られてきた。これは大人に限った

ことではなく、1989 年の「子どもの権利条

約」採択以降、それまでのように大人の従

属物として子どもを見るのではなく、子ど

もの「最善の利益」を重要視し、子どもを

権利主体に見る動きが広まった。「人間中心

の開発」への世界的関心の深まりと連動し

て「主観的幸福（相対的幸福感）」や「生

活満足度」（１）「生活の質（Quality of Life）」
に関する研究も増加の一途をたどってい

る。例えば、1969 年から 1999 年の 30 年

間に行われた主観的幸福に関する経済学・

開発学系の研究論文が約 550 だったのに対

し、2000 年以降すでにその数は 1400 を超

えている。こうした多くの研究は幸福感・

福祉 (well-being) の相対的側面や幸福感や生

活満足度をどのように計測するかに傾向し

ており（c.f. Oishi, et al. 2007; Biswas-Diener, 
& Diener 2006; Veehoven & Michael 2006）、
幸福感の感じ方に社会・文化的差異がある

か、幸福感が相対的に計られるものである

かに注目している研究が多い (Oishi 2000; 
Arrindell & Veehoven 2002; Kusago 2007)。こ

うした多くの幸福感に関する研究は大学生

以上の学生もしくは成人をその調査対象

として比較分析しており（c.f. Arrindell & 
Veenhoven 2002; Gilman, Huebner & Laughlin 
2000; Oishi 2000）、若い世代の青少年、特に

中学生以下の研究は限られている。そもそ

も途上国の教育研究であれば教育機関の在

籍率も低く先進国と同レベルとはいかない

ため、学校で行う調査に限っては先進国の

研究に比べさらにその対象児童生徒が限ら

れていると言える。（２）　

　しかしながら、経済移行国（中進国）や

途上国の子どもたちの生活は先進国の子ど

もたちの生活と比較して複雑である。その

理由の一つに多くの子どもが学校に通いな

がら労働に従事していることが挙げられる。

例えば、先進国の 90％以上が中学校に進学

するのに比べて、経済移行国では８割、そ

して途上国においては５割程度である（EFA 
Global Monitoring Report 2009）。地域別に見

ても、2004 年の時点で、サハラ以南のアフ

リカ地域においては、10 歳から 14 歳まで

の児童生徒のうち、男子は 36％以上、女子

は 30％が労働に従事していると国勢調査な

どをもとにＩＬＯ（国際労働機関）が発表

している。経済移行国であるメキシコにお

いて行われた同様の調査においても同じく

2004 年、12 歳から 14 歳の約８％の男子生

徒と４％の女子生徒が経済活動に従事して

いると答えている。（３）　こうした児童労働

だが、多くの場合その根幹には貧困問題が

あることもあり、（Denes 2003; Deb & Rosati 
2002; Wahba 2001; Longford 1995; Grimsrud 
2003）近年、児童労働が与える学業面への

マイナスの影響が多く取り上げられ、労働

時間の増加とともに悪影響も増すことが

検証されている（c.f. Post & Sakurai 2001; 
Sakurai 2006; Sadlacek, Guilhermer, Duryea, 
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Ilahi, & Sasaki 2005; Rosati & Rossi 2001）。一

例として、ＩＬＯが世界 34 カ国の７歳から

14 歳を対象とした児童労働に関する昨年の

調査においても、似たような結果が発表さ

れており、下記の国勢調査をもとにした労

働の種類と労働時間が学校出席率に与える

影響結果（図１）を見ると、家事労働、経

済活動ともに、子どもの労働時間の増加と

学校への出席率には負の相関関係があるこ

とが分かっている。同様に、一週間の労働

時間が 14 時間以下であると、学校への出席

率にはあまり影響がないこと、家事労働と

経済活動とでは出席率に与える影響もこと

なることも示されている。

　一方で、ラテンアメリカやアフリカ地域

にはプロタゴニズモ（主役主義）という考

え方があり、学校教育と労働とを必ずしも

矛盾した二律背反の活動と考えるのではな

く、両者とも学ぶ機会であるとする風潮が

ある地域もある（Boyden 1999; Bay 2003; 
Liebel 2003; Nieuwenhuy 1998; 杉本、櫻井、

工藤 2009）。しかしながら、プロタゴニズ

モの見解を重んじる子どもの労働を比較的

肯定的にとらえた研究は、往々にして、働

く子どもに対して直接インタビューを行い、

子ども自身が彼らの「労働」についてどう

考えるかを狭義に聞いたものが多い（c.f. 
Liebel 2003; Bay 2003）。こうした研究の結

論は、児童労働を肯定的にとらえる主張が

多く、児童労働の教育への影響など児童労

働を主にデメリットとしてとらえる研究

や（Jensen & Nielsen1997; Psacharopoulos & 
Arriagada 1989; Rosati & Rossi 2001）、 子 ど

もの人権的視点から児童労働に反対する研

究（Tomasevski 2003; Hammarberg 2000）な

どとは結論を異にしている。例えば、教育

的視点から見た研究は、大概、児童労働は

教育達成に悪影響があるとし、また落第率

も上がるので、教育を受ける権利を剥奪し

ているとする主張が多く、また、人権的観

点から見た研究は児童労働が、子どもの子

ども時代を謳歌する権利を奪っている、と

する結論が多い。こうした結論は、子ども

の視点から見ていない、とプロタゴニズモ

図１　子どもの労働の種類および従事時間（週）が学校出席率に与える影響

（IPEC, Allais and Hagemann 2008, p.11, 訳は筆者による）
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を大切だととらえる研究者からは揶揄され

ている。しかし、真に子どもの視点から検

証するとすれば、単純に働く子どもたちに、

自分たちの労働についてどのように考えて

いるかをインタビューするだけではなく、

子どもが働くということが、より包括的に、

例えば学校での生活や友達とのかかわりか

た、家族との触れ合い、そして自分自身の

自尊心など、生活全般や価値観にどういっ

た影響を与えているかを探ることが大切な

のではないだろうか。

　そこで本研究は、生徒の多くが親の営む

お店の手伝いをしたり、家事労働や親のも

とでの農業活動に従事しながら、学校へ通

うブータンの中学生を対象に、働きながら

学校にも通っている子どもたちと、主に学

校にだけ通っているだけの子どもたちに「家

族、友達、学校、労働、自分自身（自尊心）」

といった面でどのような差異が見られるか、

質問紙調査およびインタビューとを通して

明らかにしようとするものである。換言す

れば、子どもたちを取り巻く生活一般に関

して、生徒自身の声を通して理解しようと

するものである。

２．ブータン王国の文脈と理論的枠組み

　ブータン王国（以下、ブータン）は、ヒ

マラヤ山脈の内陸国で面積約 46500 平方キ

ロメートル、ちょうど九州より少し大きい

くらいの領土を持つ国である。人口約 70 万

人のうち 80％がチベット系で、残り 20％
がネパール系などであり、チベット系仏教

を国教とする国である。王国の起源は 17 世

紀にこの地に移住したチベット高僧が開い

たワンチュク朝であり、以来絶対君主制で

あったが、2008 年憲法交付で立憲君主制に

移行した。公用語はゾンカ語と英語である。

2007 年の一人当たりの国民総所得は 1770
米ドルで、基本的に中立政策の外交を基本

としつつも、近隣諸国、特にインドとの関

係は深い（外務省ＵＲＬ）。教育面において

は、義務教育制度は存在しないが、6 － 2
－ 2 － 2 制で、就学前教育が 1 年間、その

後初等教育が 7 歳からの 6 年間、中等教育

は 2 年制の前期中等学校、2 年制の後期中

等学校で、それに続く 2 年制のジュニア・

カレッジがあり、学年は第一学年から十二

学年まで通して呼称されている。

　今回、本研究の調査対象国としてブータ

ンを選出した根拠はいくつかある。第一に、

ブータンは 1980 年代初めに当時の第 4 国王

により Gross National Happiness （国民総幸福

感）が提唱され、また 2007 年に行われた政

府調査でも多くの国民が「幸せ」であると

回答したことで有名になった国である。（４）

この国民総幸福感（以下ＧＮＨ）というの

は、「正しい思想と行い」を行うことを目指

したもので、「公正な社会経済発展」、「環境

保全」、「文化遺産の保存」そして「正しい（良

い）統治」を奨励するために創設されたも

のである。（Denman & Namgyel 2008; 杉本

2009）。それでは、はたしてこのように国民

の多くが「幸せ」であると答えている国の

子どもたちは本当に日々の生活に満足して

いるのであろうか。

　ブータンにおいて子どもの生活満足度

調査が妥当だとする第二の理由に、この

国の文化的な文脈が挙げられる。それが国

民総幸福感（ＧＮＨ）に基づいた Values 
Education （価値教育）である。これは教

育省により奨励されている学校におけるチ

ベット仏教に基づく道徳教育のようなもの

であり、「慈悲を学び、高潔さを身に着け、

他人への尊敬の念を持ち、責任感を持ち、

そして忠誠心を学ぶための『正しい思想と

行い』」が学校においても奨励されている

（ブータン教育省 2007）。また、ブータンの

児童生徒は両親、教師、そして友達を尊ぶ

ことをこの価値教育の一環として学んでい

る。従って、こうした幸福感に影響を与え

るような「価値教育」を学んでいるブータ
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ンにおいては、子どもたちの生活満足度も

高いのではないか、という仮説が立てられ

る。

　一方で、児童労働と教育の観点から検証

すると、ブータンはインドと同様に世界で

は珍しく国際労働機関（ＩＬＯ）による児

童労働禁止に関する条約を批准していない

国である。例えば、15 歳を就業の最低年齢

とする「就業の最低年齢条約（第 138 号条

約）」（1972）および、「最悪の形態の児童労

働に関する条約（第 182 号条約）」のどちら

も批准していない。前者はすでに 153 カ国

で、後者は 169 カ国で（2009 年 7 月現在）

批准されているものである。ブータンの都

市（首都ティンプーやパロ）においては、

多くの子どもたち（中学生の学齢期の子ど

もたち）が学校に通いながら両親の営むお

店で働いており、ユネスコなどの教育指標

には前期中等学校への純入学率が約 6 割く

らいであるとされている（ユネスコ Global 
Monitoring Report 2009）。従って、中学生の

学齢期にあたる子どもたちが合法で働くこ

とが認められていて、かつ、実際に働いて

いる国である。これは、昨今の潮流と一線

を画する。なぜなら、児童労働は将来の教

育的効果や経済効果などの側面から有益で

ないとされていることが多いからである。

従って、こうした働く子どもたちはこうし

た生活に満足しているのであろうか、とい

う疑問が生じる。またそれは、ブータンの

働いていない子どもたちと比較したらどう

か。価値教育という「正しい思想と行い」

を学ぶと中学生の学齢期に働いていても働

いていない子どもたちと生活満足度に差異

はないものなのかどうかが問題となる。そ

こで、本研究はブータンにおける働く子ど

もたちと主に学校だけに通う子どもたちを

比較して働く事が自尊心や包括的な生活満

足度にどういった影響を与えるかを比較研

究してみた。

　理論的な枠組みとしては主として以下の

2 つが考えられる。ひとつは Social Capital 
Theory ( 社会的関係資本論 ) であり、もう

ひとつは Zero-Sum Theory ( ゼロサム理論 )
である。これは経済学のゼロサム理論であ

る。前者は端的に言えば社会的なつながり

であり、「家族との関係や地域社会、もっと

大きな社会組織の中に存在し、子どもや若

者の心理的社会適応力を伸ばすのに役立つ

とされる資本（人間関係重視論）」である

（Coleman 1990 p.300、翻訳は筆者）。この理

論に従うとこのような「社会的なつながり」

は子どもの精神面や学力的な面においても

成長に必要なものとされる。ブータンの文

脈においては、働く子どもの多くが両親の

もとで働いており、すなわちこの理論に従

うとするならば、働く子どもたちの方が、

学校だけに通う子どもたちより多くの項目

において高い満足度が見られるはずである。

また同時に、そうした「他者とのつながり（人

間関係重視）」という社会的資本を持つ働く

子どもたちは、「学校」や「住環境」「友達」

「自分自身について」の項目においても、働

いていない子どもたちより高い満足度が見

られるのではないか、と仮定することがで

きる。

　一方、ゼロサム理論に従えば、これは一

方の時間が増えれば一方の時間が減ること、

を前提としているので、子どもたちが働け

ば働くほど、友達と過ごす時間が減ったり、

また、近所で過ごす時間が減ることになる。

従って、この理論にもとづくとすると、ブー

タンにおいて働く子どもたちは、働いてい

ない子どもたちよりも「家族」の項目では

家族と過ごす時間が増えるので、働いてい

ない子どもたちより高い満足度が出るかも

しれないが、「友達」の項目では働いていな

い子どもたちより低い満足度が出るのでは

ないか、と考えられる。いずれの理論にし

ても、働いている子どもたちが、学校だけ

に通う子どもたちよりも「家族」に関する

項目においては高い満足度が出ると予測さ



中学生のみなさんの生活満足度調査アンケート        

みなさんこんにちは！ これはテストではありません．私たちはブータンの中学生の比較をしています。このアン

ケートには名前を書く必要はありません。回答は全体で集計しますので、誰がどのように答えたかは誰にも分からな

いようにします。回答が他の人には分からないように．2つ折りにして提出して下さい． それでは、ここ数ヶ月の自分

の学校生活・家庭生活を思い出して、以下の項目が、自分自身にどの程度あてはまるか，それぞれあてはまる数

字に○をつけて下さい。あまり深く考えずに、思うとおりに回答して下さい。  

1. 家族は仲良くやっている。 1 2 3 4 5 6

2. 家族はお互いに感じよく話している。 1 2 3 4 5 6 

3.。家族と一緒に家で時間を過ごすのが好きだ。 1 2 3 4 5 6

4. 友達がたくさんいる。 1 2 3 4 5 6

5. 友達と楽しいことをたくさんしている。 1 2 3 4 5 6

6. 友達を誇りに思っている。 1 2 3 4 5 6

7. 友達にいじわるされている。 1 2 3 4 5 6

8. 学校に来るのが楽しみだ。 1 2 3 4 5 6

9. 学校では嫌な思いをしている。 1 2 3 4 5 6

10.  学校って楽しいと思う。 1 2 3 4 5 6

11. 学校ではたくさん学んでいる。 1 2 3 4 5 6

12. どこか他の場所に住めたらなあと思う。 1 2 3 4 5 6

13. 自分の住んでいる近所・地域が好きだ。 1 2 3 4 5 6

14. どこか別の家に住んでいたらなあとおもう。 1 2 3 4 5 6

15.  自分の住んでいる地域には楽しい事ができる場所がたくさんある。 1 2 3 4 5 6

16. 自分自身が好きだ。 1 2 3 4 5 6

１７．自分はいいやつだと思う。 1 2 3 4 5 6

１８．周りの人はたいてい自分のことを気に入ってくれていると思う。 1 2 3 4 5 6  

１９．学校にも通っているし、働いてもいる。 1 2 3 4 5 6

20. 経済的に家計を助けることができて誇りに思う。 1 2 3 4 5 6

回 答 の 正 確

さを保てるよ

うに、反転項

目（７，９，１

２，１４）を入

れた。 

すべて6段階

で聞き、真ん

中を選択する

可 能 性 を 減

らした。 
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れる。

３．研究手法

　本研究の主とした研究手法は現地で行う

インタビュー、質問紙調査、そしてその

統計分析である。質問紙は Huebner 教授グ

ループ陣（米国サウスカロライナ大学）に

より開発され、尺度信頼性（アルファ 係数

0.9-0.77）が確認されている「多次元によ

る生徒の生活満足度尺度」Multidimensional 
Students’ Life  Sat isfact ion Scale（以下

MSLSS）を主に用いた（Gilman et al. 2000）。
この尺度は子どもの総括的なかつ多次元間

の生活満足度を計るものとして広く使われ

ており、また、小学校３年生から高校３年

生の子どもの生活満足度調査・幸福度調査

をするにあたり効果的であるとされている

図 2　ブータンで行った質問紙調査内容
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尺度である。

　Huebner 教授グループ陣の指針に従い、

筆者は回答の尺度をすべて６段階にし（「と

てもあてはまる」、「あてはまる」、「どちら

かというとあてはまる」、「どちらかという

とあてはまらない」、「あてはまらない」、「全

くあてはまらない」）、回答の正確性を保つ

ために質問項目には反転項目を含めた。（５）

質問項目は Huebner の原案通りの「学校」、

「友達」、「家族」、「住環境」、「自分自身につ

いて」、に加え、「生徒が働いているかどうか」

を聞いた「労働」に関する質問項目を加えた。

最後の「生徒が働いているかどうか」の質

問（学校にも通っているし、働いてもいる）

に関しては、それぞれの生徒に一週間の生

活を振り返ってもらい、生活の中に占める

労働時間や日数を考慮して答えるように口

頭で説明も行った。実際の質問紙は英語で

記載されていたが、それを日本語訳したも

のは図 2 の通りである。

　今回の調査は英語で行ったが、ブータン

では就学前教育（小学校に上がる１年前）

からすべての学校教育（ゾンカ語を除くす

べての教科活動や課外活動）が英語で行わ

れており、教室の壁に貼られた学習用の掲

示物もすべて英語表記であり、英語によっ

て誤解を生じた問題はないと考えられる。

また、ブータンでは公教育に限ったことで

はなく、日常生活全般において英語に触れ

る機会は多く、ゾンカ語と同様に触れる機

会があるため、英語による調査が容易であっ

た。一例として、テレビ番組などでも、例

えば午後７時から８時の１時間の放送がゾ

ンカ語で、その後同じチャンネルで８時か

ら９時は英語で行われたりしている。筆者

が訪問した首都のティンプーおよび国際線

の空港が発着するパロにおいては少なくと

も老若男女を問わず、日常会話において英

語が完全に通じた。

　訪問したブータンの首都にあるＤ後期中

等学校の一週間の時間割（教科活動）（図 3）
を見てみると、特徴的なのは先にあげた「価

値教育」の時間が取られていること、学校

は月曜日から土曜日の午前中までの週６日

であること（月曜日から金曜日までは午後

４時まで）であった。また、週あたりの授

業数を数えてみると、歴史４、美術・工芸１、

体育１、数学５、英語６、科学８、ゾンカ

語５、地理３、クラブ活動１、価値教育１、

復習１となっており、科学の授業数が比較

的多いことと、音楽がないこと、などを除

いては比較的日本の中学生の教科活動と似

ていると言える。

　今回のブータンにおける現地調査では首

都のティンプーにあるＤ後期中等学校とパ

ロにあるＧ前期中等学校を調査対象とし

た。（６）　Ｄ後期中等学校では８年生（日

本の中学２年生）２クラスと９年生（日本

の中学３年生）１クラスを調査訪問し、合

計 111 名の生徒から有効回答を得た。一方、

Ｇ前期中等学校においては最高学年が８年

生であるため、８学年の１クラスを調査訪

月 火 水 木 金 土

１限 世界史 世界史 ブータン史 ブータン史 美術・工芸 体育

２限 数学 数学 数学 数学 数学 価値教育

３限 英語 英語 英語 英語 英語

４限 科学 科学 科学 ゾンカ語 ゾンカ語

５限 ゾンカ語 ゾンカ語 ゾンカ語 科学 科学

６限 科学 科学 科学 地理 地理

７限 クラブ活動 地理 ゾンカ語 英語 復習

図 3　首都ティンプーにあるＤ後期中等学校　第８学年（中学２年生）１週間の時間割
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問し、32 名の生徒から有効回答を得ること

ができた。訪問先の首都ティンプーのＤ後

期中等学校とパロのＧ前期中等学校を比較

すると、校長先生をはじめ、首都の学校の

方が比較的高学歴（海外の修士号を持つな

ど）の教員が多かったが、おおむね授業内

容レベルなどの顕著な差は見られなかった

ように感じた。また、どちらの学校でも生

徒たちが日本からの来訪者である筆者たち

を気持ちよく受け入れてくれて、比較的調

査が行い易かった。調査内容としては、対

象生徒に行ったインタビュー（「この一週間

で一番楽しかったこと」などを聞き取り）と、

主目的の質問紙調査である。質問紙調査の

結果は信頼性分析・相関・回帰分析などの

統計解析を通して分析を行った。

４．調査結果

　２つの中等学校合計 143 名について分析

を行った。今回訪問したブータンのＤ後期

中等学校およびＧ前期中等学校では、全体

の約５８％が女子生徒であった。（性別が

書いていない回答が 22 あった）平均年齢

は 15.26 歳で、男子（15.59 歳）の方が女子

（14.97 歳）より若干年齢が高い生徒が多かっ

た（t=2.98; df=116; p<0.01）。ティンプーの

学校でクラス全員に行ったインタビュー「こ

の一週間で一番楽しかったこと、幸せだと

思ったときはどんな時でしたか。」という質

問には、たまたま遠足の直後だったことも

あり、大半の生徒が「学校の遠足」と答え

たが、「友達と遊んだこと」（５名）、「家族

と遊んだこと（妹弟）」（２名）、その他「チ

ベット仏教に関する書物を読んだこと」（１

名）、と答えた生徒もいた。

　質問紙調査の分析では、まず、質問項目

の妥当性などを見るため信頼性分析を行っ

た。その項目の信頼性を示すクロンバック

の α の数値が 0.674（「自分自身」の項目）

から 0.258（「住環境）の項目）まで幅があっ

た。「住環境」に関して特に低く出た信頼性

係数の結果は、住環境の項目が相互に相関

が低いことを示す他にも、おそらくブータ

ンの子どもたちが日ごろこのような質問紙

調査に慣れていないこと（現地教員との談

話により判明）、かつ反転項目を含んでいた

ので紛らわしかったことなどが考えられる。

　満足度の尺度に関するそれぞれの項目の

相関関係を見ると（表 1）、

表１　満足度尺度の各項目の相関関係および平均と標準偏差）（N=143）

  平均 標準偏差 家族 友達 学校 住環境 自分自身 労働 1 労働 2

家族 5.19 0.80

友達 4.55 0.82 0.245**

学校 5.32 0.81 0.294** 0.235**

住環境 4.06 0.95 0.183* 0.208* 0.301**

自分自身 4.91 0.82 0.279** 0.127 0.302** 0.028

労働１(Q19) 4.41 1.16 0.056 -0.023 0.182* -0.112 0.288**

労働２(Q20) 4.27 1.74 0.103 -0.165* -0.022 -0.025 0.143 0.087

　**1％水準、*5％水準で有意（両側）

　ブータンのように集散主義・人間関係重

視主義の国では「家族」の項目が最も多く

の項目に対して統計的に見て有意な相関関

係を示した（友達との間に 0.245; 学校との

間に 0.294; 住環境との間に 0.183; 自分自身

との間に 0.279）。また、相関の高さで言うと、

「学校」の項目が他の項目に比べて高い相関

関係を示した（住環境との間に 0.301; 自分
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自身との間に 0.302）。
　また、仕事（労働）の項目（労働１: Q19
「学校に通いながら仕事もしている。」、労働

2: Q20「経済的に家庭を援助する事ができ

て嬉しい。」）のそれぞれに注目すると、労

働１は、「自分自身」の項目に関して相関関

係が見られた（0.288）。すなわち、働けば

働くほど、自尊心の高まりが見られた。換

言すれば、労働時間の増加に伴い、自分自

身が好きになると答える生徒や、自分のこ

とが気に入るし、また、多くの人にも気に

入ってもらっていると考える生徒が増える

事が分かった。一方で、労働２の質問「経

済的に家庭を援助する事ができて嬉しい。」

と生徒がより強く感じるほど、「友達」の項

目に対しては負の相関があることが分かっ

た。すなわち、経済的に家庭を援助すれば

するほど、「友達」の項目（友達がたくさん

いる、友達と楽しい事をたくさんしている、

友達を誇りに思っている）、の質問に対して

は、それぞれ「そうではない」と答えた生

徒が増えた。（７）　換言すれば、一方の時間

が増えれば一方の時間が減るということで、

子どもたちは労働時間の増加に伴い、友達

と過ごす時間の減少につながる、というゼ

ロサム理論が当てはまった。

　次に、表には載せていないが、仕事（労

働）の質問項目の一つ (Q19) と質問項目の

1 つ 1 つの相関関係を検証すると、労働項

目１（Q19）「学校にも通っているし、仕事

もしている」では、労働時間の増加に伴い、

生徒の自尊心が高まっていた事が分かる。

つまり、「自分自身」の項目（「Q17 自分は

いいやつだと思う」(0.256)「Q18 まわりの

人はたいてい自分のことを気に入ってくれ

ていると思う。」(0.314) に対して高い相関

関係を示した。同様に、Q9「学校で嫌な思

いをしていない」、と答えた生徒が増えた

（0.206）。労働項目２（Q20）「経済的に家庭

を援助する事ができて嬉しい。」に関しては、

やはり Q16 「自分自身が好きだ」という項

目に関して相関関係が見られた（0.195）。
　最後に回帰分析を用いて、子どもが「幸

せ」だと感じる要因、すなわち本研究の場

合、子どもの自尊心が高まることに影響を

与えるのはどういった要因か、に注目した

（表 2、表 3）。表 2 の重回帰分析の結果から

分かるように、労働の項目は自尊心（「自分

表２　自尊心の向上を予測する幸福感の変数による重回帰分析　（その１）

変数 非標準化係数Ｂ 標準誤差 標準化係数ベータ

家族 0.177 0.084 0.174*

友達 0.084 0.083 0.084

学校 0.239 0.085 0.237**

住環境 -0.07 0.071 -0.081

労働 0.185 0.057 0.254**

　注：R2 乗 =0.2000 (N=141, p<0.001)

表３　自尊心の向上を予測する幸福感の変数による重回帰分析　（その２）

変数 非標準化係数Ｂ 標準誤差 標準化係数ベータ

家族 0.174 0.084 0.176*

友達 0.087 0.083 0.089

学校 0.208 0.089 0.206*

住環境 -0.082 0.073 -0.096

労働１ 0.156 0.057 0.224**

労働２ 0.04 0.038 0.085

　注：R2 乗＝ 0.191(N=137, p<0.001)



ブータンにおける青少年の生活満足度に関する一考察―働きながら学校に通う子どもの自尊心に注目して―

－ 151 －

自身」の項目）を予測するにあたり最も強

い効果があることが分かった (0.254)。それ

は、「学校」に関する項目（0.237）や、「家族」

（0.174）に関する項目よりも強い関係が示

された。この際、「友達」の項目が有意でな

いが（0.084）これは、「学校」との相関関

係が強いためにすでに説明されてしまって

いるからだと考えられる。また、表 3 の様

に、自尊心（「自分自身」の項目）を予測す

るために、「家族」「友達」「学校」「住環境」

と労働の項目を質問項目 19 と 20 に分けて

回帰分析を行うと、労働項目 19「学校にも

通っているし、労働もしている」という項

目が最も強く自尊心を高める事が分かった

（0.224）。これは、「学校」の項目（0.206）や、「家

族」の項目（0.176）より高かった。以上の

結果から、本調査によるブータンの文脈に

おいては、「労働」することが、統計的に見

て有意に「自分自身」に関する項目、しい

ては子どもたちの自尊心を高めていたこと

が分かった。

５．おわりに

　本研究では、ブータンの中学生で、学校

に通いながら「働いている生徒」と「ほと

んど働いていない生徒」を比較し、「家族」「友

達」「学校」「住環境」「自分自身」に関わる

項目においてどのような違いが見られるか

を検証した。その結果、主として以下の二

点が挙げられた。まず、ブータンの文脈で

は中学生が働くことは「自尊心」をより高め、

それは家族や学校に関する項目に関しても

良い影響があり、全般的に満足度が向上す

ることが分かった。一方で、友達との時間

が減る事などから、「友達」に関しては負の

影響があることが分かった。また、子ども

の自尊心を高めるのにどの項目が一番影響

があるかを見ると「労働」に関する項目が

最も強い影響があることが分かった。すな

わち子どもたちは、少なくともブータンの

文脈では働く事で自分に自信をつけ、強い

ては自尊心が高まっている事が分かった。

　今回の調査ではブータンにおいて働きな

がら学校に通う子どもたちと、主に学校だ

けに通う子どもたちを比較検証した。今回

調査を行った都市部（首都ティンプーやパ

ロ）における児童労働の文脈は、その多く

が両親の営むお店のお手伝いであったり、

両親と一緒の仕事であったりする条件下で

の労働であった。これは他の途上国の地域

社会で「児童労働」として問題になってい

る「農業」であったり、過酷な「家内労働」

とは一線を画すものであった。それゆえに

働く事が子どもたちの「自尊心」のみなら

ず、「学校」や「家族」といった項目にも良

い結果を示したと思われる。今回のブータ

ンの事例では働く事で、子どもたちは自尊

心を高めているケースも認められた。しか

しながら本検証においても、労働時間の増

加は、友達に関する項目においては負の影

響が見られた。「児童労働」に関する背景は

複雑であり、本研究の検証結果を踏まえて

も、子どもによる労働の影響は、ひとえに

すべての労働を悪と決め付けるのではなく、

逆に子どもの「労働」が、学校での生活や、

友達との関わり方、家族との触れ合い、し

いては、子どもの生活全般や価値観などさ

らに包括的にどういった影響を与えている

かを慎重に検証してゆく必要があると思わ

れる。

注

（１） ここでいう生活満足度とは個人の生活の質の

総合評価である（Ishida & Ito 2007, p.505）。
（２） 先進国の子どもを対象とした調査では、ユニ

セフによる OECD 加盟の 21 カ国を対象とした

15 歳児を対象とした幸福調査（子どもの健康、

安全、教育および社会や家族の一員としての

価値観などの質問紙調査）がある。

（３） メキシコではその国内法により 14 歳未満の労
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働は違法である。

（４） 杉本（2008）によると、タシ・チョデン、草

郷（2007）が検証した 2005 年の思考調査でも、

「幸福感」、「生活の質」、「人生を楽しむこと」、

「生活満足度」の４項目においては、幸福でな

いと回答したのはわずか１％足らずであった。

（５） オリジナルの 40 項目中、アメリカ文化独特（例

えば、「自分は面白い人間であると思う。」など）

の質問項目を除いた 18 項目を選出した。また、

反転項目は Huebner(2001) の該当質問用紙を用

いるときの指示に従い、質問回答の公正性を

保つために含めた。

（６） ブータンでは最高学年の名前が学校名につ

く。前者は後期中等学校 Middle Secondary 

School （幼稚園から第 10 学年まで）であり、

後者は前期中等学校 Lower Secondary School 

( 幼稚園から第８学年まである学校であっ

た。ブータンではＣＰＳ（Community Primary 

School）、ＰＳ (Primary School)、ＬＳＳ（Lower 

Secondary School）、 Ｍ Ｓ（Middle Secondary 

School）、ＨＳＳ（Higher Secondary School 12

学年まで）の５つのタイプの初等・中等学校

が存在する。

（７） 最後の反転項目の質問に対しては、「そうであ

る」と答えた生徒を指す。
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